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１．はじめに
石炭は石油・天然ガスとならんで重要なエネルギー資源である。特に発電用
エネルギーとしての役割は小さくない。世界の発電用エネルギーにおける石炭
の割合は 46％である（表 -1）。言いかえると，世界の電力の約半分が石炭によっ
て生産されている。ロシアについてみると，ソビエト時代からガスに重点をお
いたエネルギー政策がとられ，発電用エネルギーに占めるガスの割合が高く
61％である（表 -2）。だが近年（2030 年までのロシアのエネルギー戦略）は石
炭も重視した政策になっており，石炭火力発電の近代化・強化（環境問題の解
決も含めて）が打ち出されている。
そこで本稿では，まずエネルギー資源としての石炭の位置づけについてみて
いく。ついでロシアのエネルギー資源の生産・消費構造とその特徴について言
及する。それをふまえてロシアの石炭火力発電の現状と今後の動向について検
討する。
２．エネルギー資源としての石炭
世界のエネルギー需要は 2010 年から 2035 年にかけて年平均 1.2％のテンポ
で増大し，127.3 億トン（石油換算）から 171.97 億トンへと 1.35 倍増加する
と予測されている。石炭の需要は年平均 0.8％のテンポで増大し，34.74 億ト
ンから 42.18 億トンへと 1.21 倍増加すると予測されている。結果として石炭
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のシェアは若干減少する（27％から 25％へ）。他のエネルギー資源についてみ
ると，再生可能エネルギー需要は年平均 7.7％と大きなテンポで増大し，需要
量は 6.3 倍（1.12 億トンから 7.1 億トン）増加する。しかしながら絶対量とし
ては小さく，シェアも4％にとどまる。原子力は年平均1.9％のテンポで増大し，
需要量は 1.58 倍（7.19 億トンから 11.38 億トン）に増加するがシェアはほぼ
変わらない（6％から 7％へ）。ここから明らかなことは，現在および近い将来
（2035 年）においてもエネルギー需要の中心は化石燃料（石炭，石油，ガス）
であり，これらのエネルギーのシェアを合わせると 3/4 を上回る（2010 年：
81％，2035 年：76％）。またエネルギー需要に占める石炭のシェアも約 1/4 と
いう状態が維持される。
発電用エネルギー需要についてみると，年平均 1.6％のテンポで増大し，
48.39 億トンから 72.26 億トンへと 1.49 倍増加すると予測されている。石炭の
需要は年平均 0.8％で増大し，22.49 億トンから 27.58 億トンへと 1.23 倍増加
すると予測されている。結果として石炭のシェアは 46％から 38％へ低下する。
表 -1. 世界のエネルギー需要の動向
エネルギー需要
（石油換算　100 万トン）
シェア（％）
年平均
伸び率
（％）
1990 2010 2015 2025 2035 2010 2035 2010-35
1 次エネルギー
需要　　　計
8,779 12,730 13,989 15,675 17,197 100 100 1.2
　石炭 2,231 3,474 3,945 4,131 4,218 27 25 0.8
　石油 3,230 4,113 4,352 4,521 4,656 32 27 0.5
　ガス 1,668 2,740 2,993 3,536 4,106 22 24 1.6
　原子力 526 719 751 1,003 1,138 6 7 1.9
　水力 184 295 340 423 488 2 3 2.0
　バイオ 903 1,277 1,408 1,642 1,881 10 11 1.6
　その他の再
　生可能エネ
　ルギー
36 112 200 418 710 1 4 7.7
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発電用　　計 2,986 4,839 5,409 6,336 7,226 100 100 1.6
　石炭 1,226 2,249 2,565 2,699 2,758 46 38 0.8
　石油 379 275 262 185 145 6 2 -2.5
　ガス 581 1,102 1,179 1,397 1,657 23 23 1.6
　原子力 526 719 751 1,003 1,138 15 16 1.9
　水力 184 295 340 423 488 6 7 2.0
　バイオ 59 109 146 268 423 2 6 5.6
　その他の再
　生可能エネ
　ルギー
32 90 166 361 618 2 9 8.0
（出所）World Energy Outlook 2012, IEA, p.552. より作成
再生可能エネルギーはこの分野（発電用エネルギー）でも年平均 8.0％とい
う大きなテンポで増大し，0.9 億トンから 6.18 億トンへ 6.87 倍増加する。し
かしながら絶対量としては小さく，シェアも 9％にとどまる。原子力は年平均
1.9％のテンポで増大し，7.19億トンから11.38億トンへ1.58倍増加するが，シェ
アはほぼ変わらない（15％から 16％へ）。したがって発電用エネルギー需要の
分野においても，化石燃料（石炭とガス）が現在および近い将来においても中
心的な役割を担う（石炭とガスのシェアを合わせた数値は 69％から 61％へ減
少するが）。石炭は46％から38％へとシェアを減少させるが，発電用エネルギー
の第 1 位を占め，この分野における役割は依然として大きい。（1）
つぎにロシアについてみると，エネルギー需要は年平均 0.8％のテンポで増
大し，7.1 億トン（2010 年）から 8.75 億トン（2035 年）へと 1.23 倍増加する
と予測されている。ロシアのエネルギー部門において特徴的なことは，ガスの
シェアが非常に大きいことである。これは，ソビエト時代からガス部門の優
先的発展が図られたことによる。（2）ガス需要は年平均 0.6％のテンポで増大し，
3.89 億トンから 4.54 億トンへと 1.17 倍増加する。シェアはやや減少すると想
定されているが，それでも 52％と重要な位置を占めている。再生可能エネル
ギーは年平均 15.2％という非常に大きなテンポで増大すると予測されている
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が，絶対量・シェアともに小さい（0.15 億トン，2％）。原子力は年平均 2.0％
と相対的に大きなテンポで増大し，0.45 億トンから 0.74 億トンへと 1.6 倍増
加するが，シェアは大きく変化しない（6％から 8％へ）。石炭は年平均 0.4％
のテンポで増大し，1.15 億トンから 1.28 億トンへと 1.11 倍増加するが，シェ
アは大きく変化しない（16％から 15％へ）。なおロシアにおいても化石燃料（石
炭，石油，ガス）がエネルギー需要の中心であり，3 つのエネルギーのシェア
を合わせた数値は 80％を超えている（2010 年：91％，2035 年：86％）。
発電用エネルギー需要についてもガスが大きなシェアを占めており，2035
年においても 52％と重要な役割を担っている（2010 年の 61％から 9％減少す
ることになるが）。再生可能エネルギーはこの分野でも年平均 15.2％という大
きなテンポで増大しているが，絶対量・シェアともに大きくない（0.15 億ト
ン，3％）。原子力はここでも年平均 2.0％という相対的に大きなテンポで増大
し，シェアが 12％から 17％に増加すると予測されている。石炭は年平均 0.7％
のテンポで増大し，シェアは 2010 年と変わらず 19％と想定されている。また
発電用エネルギーとして，ガスにつぐ位置を占めることも変わらない。ロシア
においても発電用エネルギーとして化石燃料（石炭，ガス）の存在は大きく，
石炭とガスのシェアを合わせた数値は 70％を超える（2010 年：80％，2035 年：
71％）。最近のエネルギー戦略では石炭も重視した方針がとられ，石炭火力の
役割は大きくなっていく。
つぎに石炭の生産，消費および貿易についてみていく。
生産については，中国が 34.71 億トンと世界の石炭生産の 45％を占め第 1 位
である（表 -3）。ついでアメリカ，インド，オーストラリア等となっている。
主要な生産国が東アジア，北米，南アジア，オセアニア，アフリカ，ヨーロッ
パと広汎な地域に分散していることが特徴的である。（３）
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表 -2. ロシアのエネルギー需給の動向
エネルギー需要
（石油換算　100 万トン）
シェア（％）
年平均
伸び率
（％）
1990 2010 2015 2025 2035 2010 2035 2010-35
1 次エネルギー
需要　　　計
880 710 750 802 875 100 100 0.8
　石炭 191 115 120 122 128 16 15 0.4
　石油 264 139 154 163 168 20 19 0.7
　ガス 367 389 403 420 454 55 52 0.6
　原子力 31 45 51 64 74 6 8 2.0
　水力 14 14 14 17 20 2 3 1.4
　バイオ 12 7 7 10 18 1 2 3.9
　その他の再
　生可能エネ
　ルギー
0 0 1 7 15 0 2 15.2
発電用　　計 444 372 380 406 443 100 100 0.7
　石炭 105 71 74 77 85 19 19 0.7
　石油 62 11 10 8 7 3 2 -2.0
　ガス 228 226 225 225 229 61 52 0.1
　原子力 31 45 51 64 74 12 17 2.0
　水力 14 14 14 17 20 4 5 1.4
　バイオ 4 4 4 7 14 1 3 4.6
　その他の再
　生可能エネ
　ルギー
0 0 1 7 15 0 3 15.2
（出所）同上　p.592. より作成
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表 -3. 石炭の主要生産国，消費国，輸出国，輸入国　　2011 年
主要生産国 生産量（100 万トン） 主要消費国 消費量（石炭換算 100 万トン）
　中国 3,471.1 　中国 2,550.7
　アメリカ 1,004.1 　アメリカ 690.0
　インド 585.9 　インド 446.0
　オーストラリア 414.3 　ロシア 177.5
　インドネシア 376.2 　日本 154.8
　ロシア 333.8 　南アフリカ 137.4
　南アフリカ 253.1 　韓国 113.6
　ドイツ 186.6 　ドイツ 104.1
　ポーランド 139.2 　ポーランド 85.8
　カザフスタン 116.7 　台湾 60.8
世界　計 7,678.4 世界　計 5,267.1
主要輸出国 輸出量（100 万トン） 主要輸入国 輸入量（100 万トン）
　インドネシア 309.5 　中国 190.5
　オーストラリア 284.5 　日本 175.4
　ロシア 123.7 　韓国 129.2
　アメリカ 97.3 　インド 105.7
　コロンビア 75.5 　台湾 66.3
　南アフリカ 71.7 　ドイツ 41.3
　カザフスタン 34.0 　アメリカ 32.6
　カナダ 33.7 　ロシア 24.5
　ベトナム 24.4 　オランダ 24.5
　モンゴル 22.1 　トルコ 23.8
世界　計 1,142.0 世界　計 1,102.4
（出所）Coal Information 2012, IEA, p. Ⅱ -4,7,10. より作成 
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消費についてみると，ここでも中国が第 1 位で 25.5 億トンと世界の消費量
の 48％を占めている。中国は世界の石炭生産と消費の約半分を占めている。
ついでアメリカ，インド，ロシアといった有力な生産国が消費国としても登場
している。北東アジア（中国，日本，韓国，台湾）は 28.8 億トンと世界の石
炭消費の 55％を占める大口の石炭消費地域となっている。
貿易に関して特徴的なことは，世界の石炭生産の約半分を担っている中国が
有力な輸出国としてあらわれず，最大の輸入国となっている点である。主要な
輸出国としては，インドネシア，オーストラリア，ロシア，アメリカ等となっ
ている。ロシアは石油，天然ガスの有力な生産・輸出国として知られているが，
石炭についても有力な生産・輸出国として存在している。北東アジアは 5.61 億
トン（世界の輸入量の51％）の石炭を輸入する世界最大の輸入地域となっている。
３．ロシアのエネルギー資源の生産・消費構造
石炭が有力な１次エネルギー資源であることは， すでに述べたとおりである。
ロシアにおいてもガスにつぐ有力なエネルギー資源として機能している。そこ
で本節では， ロシアのエネルギー資源の生産・消費構造の特徴についてふれる。
表 -4. ロシアの石炭，石油，天然ガスの地域別生産量　2011 年
石炭（1,000 トン）石油（1,000 トン）天然ガス（100 万 m3）
ロシア連邦 334,831 512,388 670,837
　中央連邦管区 259 - -
　北西連邦管区 13,494 29,671 4,192
　南連邦管区 5,281 9,253 19,936
　北カフカス連邦管区 - 2,013 966
　沿ボルガ連邦管区 318 110,069 24,505
　ウラル連邦管区
　　チュメニ州
2,401 305,175
305,000
588,915
589,000
　シベリア連邦管区 280,805 35,370 7,237
　極東連邦管区 32,213 20,837 28,086
（出所）Регионы России, социально-экономические показатели 2012, с. 498. : Регионы Рос-
сии, основные характеристики субъектов  Российской Федерации 2012, с. 467. より作成
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表 -5. ロシアの一般家庭・公営部門の燃料消費構造
2000 2005 2010 2015 2020
ヨーロッパ地域
（石炭換算　100 万トン）
　内訳（％）
　　ガス
　　重油
　　石炭
61.8
84.9
2.0
13.1
69.3
86.9
1.6
11.4
81.7
87.6
1.2
11.2
88.3
86.8
1.0
12.1
91.9
86.3
0.9
12.8
シベリア
（石炭換算　100 万トン）
　内訳（％）
　　ガス
　　重油
　　石炭
13.3
1.8
4.0
94.3
14.5
2.8
3.6
93.6
16.6
12.7
3.0
84.3
17.4
14.3
2.8
82.9
18.0
15.6
2.4
82.0
極東
（石炭換算　100 万トン）
　内訳（％）
　　ガス
　　重油
　　石炭
4.6
7.1
9.5
83.4
5.6
7.4
7.9
84.8
6.6
13.5
6.4
80.1
7.2
15.8
4.6
79.6
7.4
22.9
3.9
73.2
（出所） V. Churashev, Evaluation of New Coal Combustion Technologies, FES, (Cen-
ter for Far Eastern Studies, University of Toyama), Vol. 5,  2006, p.8. より作成 
生産に関しては，石油と天然ガスは主に西部（チュメニ州）で生産され，石
炭は東部（シベリア，極東）で生産されるという状況である（表 -4）。ロシア
の石油生産の 60％（3.05 億トン），天然ガス生産の 88％（5,890 億 m3）がチュ
メニ州に集中している。他方石炭は，3.13 億トンと生産高の 93％（シベリア：
84％，極東：9％）が東部に集中している。石油と天然ガスの有力な供給国と
してのイメージが強いロシアだが，西部と東部では状況が大きく異なる。（4）
この状況はエネルギーの消費構造にも大きな影響を与えている。一般家庭・
公営部門の燃料消費構造をみると，西部（ロシアのヨーロッパ地域）ではガス
が圧倒的に大きな割合を占めている（表 -5）。ガス部門の優先的発展を目指し
た旧ソビエト，ロシア政府の政策の結果があらわれている。他方東部（シベリ
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ア，極東）ではガスの割合は小さく，石炭が 80 ～ 90％となっている。したがっ
て東部においては，石炭生産の強化と環境への負荷を抑えた石炭の有効利用が
重要な課題となる。「2030 年までのエネルギー戦略」では，ロシア全体でもガ
スの割合を 46 ～ 47％（2030 年）に低下させることを想定しており，石炭の役
割は相対的に高くなる。（5）また電力分野においても，ガスへの依存度がきわめ
て高いことが問題視されている。（6）このように石炭火力発電の強化はロシアの
電力部門にとっても重要な課題となっている。
４．ロシアの石炭火力発電
火力発電が，ロシアの発電と出力構成において中心的な位置を占めている（表
-6）。発電量においては，全体の約 70％が火力発電によってカバーされている。
また火力，水力，原子力のそれぞれの割合も大きな変化はない（火力：水力：
原子力≒ 70：15：15）。出力構成も，火力，水力，原子力の割合は，それぞれ
約 70％，20％，10％と大きな変化はない。2030 年においては，原子力，水力
を含む再生可能エネルギーが，それぞれ全発電量の約 20％を占めると想定さ
れている。（7）また出力構成においては，原子力が約 15％，水力を含む再生可能
エネルギーが 25 ～ 30％と想定されている。（8）火力は，発電量，出力のいずれ
においても約 60％を占めることになる。したがって現在および近い将来（2030
年）においても，火力がロシアの発電部門の中心となる。
地域別の電源構成をみると，燃料構造と同様に西部と東部で大きく状況が異
なる（表 -7）。西部（ロシアのヨーロッパ地域とウラル）ではガス火力の割合
が 61％と大きく，東部（シベリア，極東）では 8％と 14％と大きな割合を占
めていない。石炭火力については，西部では 8％と小さく，東部では 51％（シ
ベリア）と 44％（極東）と大きな割合を占めている。（9）したがって東部の電力
部門の発展にとって，石炭と石炭火力の動向は大きな意味をもつ。
実際ロシア東部（東シベリア，極東）では，石炭火力の優先的発展が計画
されている。（10）当該地域のエネルギー事情を考慮すれば妥当な方向であるが，
121
－122 （     ）－
そのためには経済性と環境保全を両立させるような施策が必要となる。特に石
炭火力関連設備の近代化が求められる。2030 年までのロシアの電力部門の近
代化プログラムでは，以下のような方向が示されている。
火力関連（11）
（1）国産の近代的ガスタービンの導入（燃料消費を約 30％削減）
（2）コジェネレーションの広汎な導入
（3）超々臨界発電の導入
（4）石炭のガス化
（5）環境負荷の小さい石炭燃焼技術の開発
（6）固形燃料（石炭，スレート）の利用技術の開発
表 -6. ロシアの発電量と出力
発電量（10 億 kwh）
1980 1990 2000 2005 2010 2011
全発電所 805 1,082 878 953 1,038 1,055
　内訳
　火力発電所 622 797 582 629 679 714
　水力発電所 129 167 165 175 168 168
　原子力発電所 54 118 131 149 171 173
出力（100 万 kw）
1980 1990 2000 2005 2010 2011
全発電所 165.4 213.3 212.8 219.2 230.0 233.3
　内訳
　火力発電所 121.1 149.7 146.8 149.5 158.1 161.4
　水力発電所 35.1 43.4 44.3 45.9 47.4 47.5
　原子力発電所 9.2 20.2 21.7 23.7 24.3 24.3
（出所）Российский статистический ежегодник 2012, с. 421. より作成
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表 -7. ロシアの電源構成
発電所の種類
ヨーロッパ地域
とウラル
シベリア 極東 全体
2006 2010 2006 2010 2006 2010 2006 2010
原子力発電所（％） 21 22 - - - - 16 16
水力発電所（％） 8 8 51 41 33 38 17 16
重油火力発電所（％） 2 1 - - 6 4 2 1
石炭火力発電所（％） 9 8 46 51 50 44 18 19
ガス火力発電所（％） 60 61 3 8 11 14 47 48
発電量（10億kwh） 740 782 193 211 40 45 973 1,038
（出所）И. С. Кожуховский, Перспективы развития угольной энергетики России до 2030 г., 
　　 《Электрические Станции》, 2012, № 8, с. 3. より作成
老朽設備の更新・近代化は，ロシアの電力部門の発展にとって不可欠な施策
である。優れた基礎研究の成果を持っていたにもかかわらず，クリ－ン・コール・
テクノロジー（CCT）の導入が遅れているロシアにとって，上述の諸施策の
実行が急がれる。（12）また石炭部門と電力部門のバランスのとれた発展にとって
も，CCT 導入の推進が求められる。現在，ロシアの電力部門は低品質炭の大
口需要家となっており，高品質炭は輸出に向けられる。それは，高品質炭を必
要とする近代的設備（CCT に対応した設備）がロシアには少ないため，高品
質炭が国内市場に供給されないことによる。（13）環境問題と並んで現在のロシア
にとって重要な課題となっている省エネルギー・効率化を達成するためにも，
電力部門・設備の近代化は大きな意味を持つ（表 -8）。
表 -8. 発電設備の効率と環境・経済性
効率（％） 30 35 40 45
石炭の消費量（100 万トン） 620.1 531.5 465.1 413.4
CO2 の排出量（100 万トン） 1,446.9 1,240.2 1085.2 964.6
節約
　ドル / メガワット時 - 8.2 14.35 19.14
　10 億ドル / 年 - 12.4 21.7 28.9
（出所）C Fernandez, Efficiency on Coal-fired Power Generation. IEA views. Междуна-
родный семинар “Энергоэффективность и чистые технологии угля” Москва, 25-27 
октября 2010 г.（Г. Г. Ольховский, Тепловая энергетика в начале XXI века,《Элек-
трические Станции》, 2011, № 6, с. 6.）
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またロシアの石炭火力の発展にとって必要な施策として，以下のような提言
が行われている。（14）
（1）石炭火力の発展に関する諸問題の解決
　①　石炭価格の安定化をベースにした，ガス価格の急速な引き上げ
　②　火力発電所への石炭供給の安定化
　③　火力発電所への石炭輸送コスト（鉄道運賃）の引き下げ
　④　石炭灰の有効利用
（2）官民共同で，クリーン・コール・テクノロジー（CCT）に関するパイロッ
ト・プロジェクトを実現
（3）CCT をベースにした国家レベルでの効果的な石炭火力発電発展戦略の立
案・策定
ここで示されている提言は，ロシアの石炭火力の発展のためには実行・解決
されねばならないものである。特にガスと石炭の価格問題（ガス / 石炭の相対
価格）は重要である（表 -9）。世界的には，ガスの価格が石炭の価格を上回る
のが一般的である。表 -9 にみられるように，ガスの価格が石炭の価格の 3 ～
5 倍という国が多いが，ロシアは 1.37（2009 年）である。2030 年には 2.5 ～ 2.8
倍になるとされているが，現時点では 2 倍以下である。（15）これはロシアのガス
優先政策（燃料・エネルギーバランスにおけるガスの割合の増大を図る）から
派生したもので，ガスの価格が人為的に低く抑えられてきた。その結果，石炭
が相対的に高価格となり石炭部門と石炭火力の発展にとって否定的な影響を与
えていた。したがって石炭火力の強化にとって，価格問題は最優先の課題となっ
ている。
輸送問題（火力発電所への安定的な石炭供給と輸送コストの引き下げ）も，
石炭火力発電所の安定的操業を確保する上で重要な課題である。また CCT の
導入が遅れているロシアにとって，国が企業・産業界と共同で長期計画を立案
し，パイロット・プロジェクトを実行していくことが求められている。
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表 -9. ガスと石炭の価格比（ガス / 石炭）
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
ロシア -   1.10   1.15   1.38   1.37   1.55   1.54
アメリカ 6.2 4.8 4.7 5.2 - - -
メキシコ 4.5 4.1 3.5 4.1 - - -
韓国 4.9 6.8 6.0 5.4 - - -
台湾 3.1 3.6 3.2 2.4 - - -
トルコ 2.7 3.1 3.3 3.9 3.0 - -
ポルトガル 2.9 4.1 3.3 2.8 2.3 - -
イギリス 2.1 2.5 2.2 1.9 2.2 - -
フィンランド 1.6 2.0 1.9 1.6 2.1 - -
（ 出 所 ）И. С. Кожховский, Перспективы развития угольной энергетики России, 《Энерге-
тик》, 2013, № 1, с. 6. より作成
５．結び
石炭は有力なエネルギー資源の 1 つであり，特に発電用燃料としての役割は
大きい。ロシアに関してはガスに重点をおいた施策がとられてきたことから，
1 次エネルギー消費においても発電用燃料においてもガスの割合が高い。だが
今回のエネルギー戦略では過度のガス依存を抑え，石炭と石炭火力発電の強化
が打ち出されている。特に東部（シベリア，極東）は 1 次エネルギー消費にお
いても発電燃料においても石炭の果たす役割が大きい。
このような状況のなかで，石炭火力発電の近代化・強化の方向が示されてい
る。だが天然ガスに比べて環境への負荷が大きい石炭を有効に利用していくた
めには，経済性とともに環境対策が求められる。これを実現する施策として，
クリ－ン・コール・テクノロジー（CCT）関連のプロジェクトの推進・導入
が図られている。したがってロシア（特に東部）の石炭火力近代化に大きな影
響を与える CCT 関連プログラムの進捗状況について，注視し続けることが必
要となる。
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（注）
（１）アジア（OECD加盟国を除く）においては , 発電用エネルギーとしての石炭の役割は一
層大きい。発電用エネルギーに占める各エネルギー源の割合（％）は , 以下のとおりである。
2010 2035
石炭 77 60
石油 3 1
ガス 9 11
原子力 2 10
水力 6 6
バイオ 1 5
その他の再生可能エネルギー 2 7
　（出所）World Energy Outlook 2012, IEA, p. 596. より作成
（２）Под ред., А. А. Троицкого,  Энергетика СССР в 1986-1990 годах.  Энергоатомиздат, 1987, с.83. 
参照。エネルギー部門におけるガス優先策は , ソビエト崩壊後のロシアにも引き継がれた。
Под общ. Ред., Ю. К. Шафраника, Новая Энергетическая Политика России, Энергоатомизлат, 
1995. 参照。
（３）主要な埋蔵地域が世界的に広く分散していることが石炭の利点としてとりあげられる。
だが , 以下のような指摘もある。
　　「OECDに加盟しているアメリカ地域と移行経済の国が石炭の確認埋蔵量の26.5％と
23.1％をコントロールしている。中国が19.1％ , 中国を除くアジアが10.8％を占めている。
したがって , 確認埋蔵量の約80％が , これらの4地域に集中している。」
　　Coal Information 2012, IEA, p. Ⅱ -7.
（４）東シベリアと極東の油田やガス田の開発が進展していけば , 石油とガス生産に占める東
部の割合は上昇すると考えられる。だが現在および近い将来においては , 石油・ガスの生産
拠点が西部 , 石炭の生産拠点が東部という状況は変わらない。
（５）Энергетическая Стратегия России на периол до 2030 года, 2009, с. 37.
（６）Там же, с. 59.
（７）Энергетическая Стратегия России на периол до 2030 года, Приложение 4, 2009.  с. 8.
（８）Там же, с. 9. 
（９）ロシアの電源構成の割合を国全体でみると , 水力（16％）, 石炭火力（19％）, ガス火力
（48％）となっている。だが東部（シベリア，極東）では水力は38 ～ 41％であり , 西部で
は8％である。石炭火力については東部で44 ～ 51％ , 西部で8％であり , ガス火力について
は西部で61％ , 東部で8 ～ 14％である。
　　このように , 平均値が当てはまる地域は現実には存在しない。ロシアのエネルギー・電力
問題を考慮する際 , この点に留意すべきである。
（10）Энергетическая Стратегия России на периол до 2030 года, 2009, с. 62.
（11）Разработка програмы модернизации электроэнергетики России на период до 2030г., 
《Энергетик》 2011, № 2, с. 7.
（12）超臨界（圧力25MPa　温度565℃）の広汎な導入を1960年代に行い , 1968年に超々臨界
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（圧力30MPa  温度650℃）の導入に成功した旧ソビエトだが , クリーン・コール・ テクノ
ロジー（CCT）の導入に関して現在のロシアは , ヨーロッパ諸国 , 日本 , 中国に遅れをとっ
ている。
　　EUの超々臨界圧出力：57GW
　　アメリカの超臨界圧出力：100GW（そのうちの50％は超々臨界圧）
　　日本の超々臨界圧出力：17GW
　　中国の超々臨界圧出力：70GW
　　А. А. Шварц и др., Пылеугольные котлы на сверх-и суперкритические параметры пара для 
отечественных энергоблоков, 《Энергетик》, 2013, № 6, с. 79.
　　Н. Д. Рогалев и др., Состояние разработок в области создания угольных паротурбинных 
электростанции с параметрами пара, превышающими 305МПа и 700℃, 《Электрические 
Станции》, 2013, № 3, с. 15, 21.
　＊　305МПаは , 30.5МПаのミスプリントと考えられる。
（13）И. С. Кожуховский, Перспективы развития угольной энергетики России, 《Энергетик》, 2013, 
№ 1, с. 3-4.
（14）Там же, с. 10.
（15）Энергетическая Стратегия России на периол до 2030 года, Приложение 5, 2009, с. 8.
　　2004年まではガスの価格が石炭より安価に設定されており , ガス /石炭の価格比は0.8～ 0.9
であった。
　　V. Churashev, Evaluation of New Coal Combustion Technologies, FES, (Center for Far 
Eastern Studies, University of Toyama), Vol. 5, 2006, p.5.
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